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2020年11月2日発効、特許にも影響。 

①実施義務（”Working Requirement”）

・従来、特許権者はインドネシア国内で特許発明を実施する義務を負い、３年以上その義務を履行しない場合に強制実施権の設定や特許取消の対象となっていた。 

 この不実施期間は、原則、特許付与後３年以内に申請することにより５年まで延長することが可能であった。 

・雇用創出オムニバス法では、実施には「使用、製造、輸出、またはライセンス付与」が含まれると規定され、実施範囲が拡大された。 

特許権者は、輸出またはライセンス付与によっても、第三者に対する強制実施権の付与を回避できるようになった。 

②実用新案登録（ ” Simple Patent ” ）

・従来、 Simple Patenｔは、産業上利用可能な既存製品／既存プロセスの改良に対して付与されていた。 

・雇用創出オムニバス法では、産業上利用可能な既存製品／既存プロセスの改良には “a simple product,  a simple process,  a simple method”が含まれると明記。 
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